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一般病院の現状（平成１９年１０月１日調査）

平成１９年医療施設調査（病院調査）
厚生労働省統計情報部編より

• 一般病院数 ７，７８５病院

• 一般病床数 ９１３，２３４床

• 一日平均在院患者数 ６９９，３５７人

• 一日平均外来患者数 １，４２７，７７２人

• 一般病院の医師数 １７５，３６９人

常勤医 １４１，３９３人

非常勤医（常勤換算） ３３，９７６人

• 一般病院の看護師数 ７３３，８５６人

保健師 ３，４６３人

助産師 １７，５９４人

看護師 ５７３，０４０人

准看護師 １３９，７５９人

• １病院平均病床数

１１７．３床

• 病床利用率

７６．６％

• １００床当たりの常勤医数

１５．５人、１９．２人（含非常勤）

・ １００床当たりの看護師数

８０．４人

１９年医療施設調査（動態調査）病院報告

厚生労働大臣官房統計情報部編、（財団法人）厚生統計協会



都道府県別人口１０万対一般病床数

• 多い都道府県

１ 大分県 １，００９．８

２ 高知県 ９８９．８

３ 岡山県 ９８１．４

４ 北海道 ９７９．５

５ 香川県 ９６２．０

• 少ない都道府県

５ 静岡県 ５８８．１

４ 愛知県 ５５７．６

３ 千葉県 ５４７．７

２ 神奈川県 ５２７．７

１ 埼玉県 ４９２．５

１９年医療施設調査（動態調査）病院報告

厚生労働大臣官房統計情報部編、（財団法人）厚生統計協会



100床当た
り医師数

人口10万
対医師数

人口10万
対病床数
（一般病床）

100床当た
り医師数

人口10万
対医師数

人口10万
対病床数
（一般病床）

全国 １２．１ １４３．９ ７１４．７ 京都 １３．２ １８４．１ ８７７．６

北海道 ８．５ １５５．５ ９７９．５ 大阪 １２．８ １６１．５ ７５０．８

岩手 ９．５ １３４．７ ８２８．８ 岡山 １１．３ １７７．０ ９８１．４

福島 ８．６ １２１．５ ８２９．３ 徳島 ９．６ １８４．１ ８１９．３

埼玉 １１．２ ９９．５ ４９２．５ 高知 ８．６ ２１２．１ ９８９．８

東京 １８．１ １８３．８ ６５２．７ 福岡 １０．６ １８４．９ ８５７．５

神奈川 １４．５ １２１．２ ５２７．７ 宮崎 ８．６ １４９．７ ８３４．２

長野 １１．７ １３４．９ ７２５．６ 沖縄 １１．４ １６３．２ ７１１．０

都道府県別病院常勤医師数及び一般病床数（平成１９年１０月）

※100床当たりの医師数 全国平均 １２．１人
※人口10万対医師数 全国平均 １４３．９人



医療供給体制の各国比較（200４Ｇ７）

国名
人口千人当
り病床数

病床百床当り
の医師数

病床百床当り
の看護職員数

病床百床当り
の病院職員数

平均在院日数
（急性期）

日本 １４．２ １４．３ ６３．２ ９１．６ ２０．２

ドイツ ８．６ ３９．５ １１２．５ １２７．０ ８．７

イタリア １０３．９ １６６．４ ３０６．７ ６．８

カナダ ６２．０ ２８６．６ ３７９．３ ７．３

フランス ７．５ ４４．９ １００．０ ５．５

イギリス ４．０ ５７．０ ２２６．８ ６．６

アメリカ ３．３ ７３．３ ２３３．０ ４９１．３ ５．６

日本は厚生労働省調べ、諸外国はＯＥＣＤ Health Data 2002,2004

平成１８年６月：一般病院１６人/100床、大学病院２６人/100床(最大７５人以上/100床）

（日本病院会調査および大学資料より）



平成２年 平成１１年 平成１９年 平成２年 平成１１年 平成１９年

一般病院 ９，０２２ ８，２２２ ７，７８５ リハビリ ３，８６３ ４，５２０ ５，１２３

内科 ７，８８７ ７，４０３ ７，１８６ 循環器科 ３，１０６ ３，３１６ ３，８０２

小児科 ４，１０２ ３，５２８ ３，０１５ 形成外科 ６２９ ８２６ １，０６３

外科 ６，２９８ ５，５９８ ５，１１３ 脳神経外科 ２，１３３ ２，２６９ ２，４５１

産科 ２７０ ２０３ １９５ 心血管外科 ４０７ ６７７ ８７２

放射線科 ３，８３９ ３，６４９ ３，５５２ 眼科 ２，１９８ ２，４０４ ２，５１３

診療科目別一般病院数の年次推移（平成１９年１０月）

１９年医療施設調査（動態調査）病院報告

厚生労働大臣官房統計情報部編、（財団法人）厚生統計協会



１００床当たり収支金額、科目、年次別 （金額単位千円）

科目 平成１９年６月 平成２０年６
月

総費用

１ 医業費用

１）給与費

２）材料費

３）経費

４）減価償却ほか

２ その他の費用

１５１，３５０

１４６，９０４

７６，９２４

３７，１４９

２２，１１９

１０，７１２

４，４４５

１００％

５２．４

２５．３

１５．１

７．３

１５３，２３７

１４８，６９８

７７，９１３

３６，６０４

２３，２０４

１０、９７７

４，５３９

１００％

５２．４

２４．６

１５．６

７．４

総収益

１ 医業収益

１）入院収入

２）外来収入

３）その他の収入

２ 医業外収益等

１４０，４３９

１３７，５６１

９０，４９６

４１，４４９

５，６１６

２，８７９

１００％

６５．８

３０．１

４．１

１３９，３２７

１３６，０８９

９０，６３０

３９，９４９

５，５１１

３，２３８

１００％

６６．６

２９．４

４．１

総収益－総費用

医業収益－医業費用

総費用/総収益×１００

医業費用/医業収益×１００

病院数

平均病床数

△１０，９１１

△ ９，３４３

１０７．８％

１０６．８％

１，１６７

２８０

△１３，９１０

△１２，６０９

１１０．０％

１０９．３％

１，１８０

２８２

２０年度病院経営実態調査

全国公私病院連盟

日本病院会



表１ 黒字、赤字病院構成比推移：総数（自治体、その他公的、民間）



表２ 黒字、赤字病院構成比推移：民間病院



病院看護職就業者数の変化
（日本看護協会推計）

• ２００５年末 ２００６年末

８１．９万人 ８３．２万人

新卒就職 再就職 離職（１２．４％）

４．６万人 ６．９万人 １０．２万人

潜在看護職：５５～６５万人

看護学校で定員をカバーできているのは、

４年生大学だけ、他はすべて定員割れ

実質増加１．３万人

臨床研修 ・ マグネットホスピタル



社会的排除や摩擦

社会的孤独や孤立

心身の障害・不安 貧困

路上死

ホームレス問題

外国人・残留孤児等の問題

カード破産等の問題

アルコール依存等の問題

社会的ストレス
問題

中高年リストラによる生活問題

若年層の不安定問題
フリーター
低所得
出産育児

虐待・暴力

孤独死・自殺

低所得者問題
特に単身高齢世帯

少子化高齢社会に加え
現代社会の

社会福祉の諸問題

平成12年
社会福祉のあり方に関する委員会



病院機能不全の現状

• 病院勤務の医師・看護師の不足

地域・施設・科別偏在・機能別偏在

• 赤字病院の増加（７０％以上）

• 医療提供の地域格差拡大

• 患者たらい回しの復活

診療報酬 薬価基準 計

平成14年 △１．３ △１．４ △２．７

平成16年 △±０ △１．０ △１．０

平成18年 △１．３６ △１．８ △３．１６

平成20年 ＋０．３８ △１．２ △０．８２

医療の信頼の低下

病院経営の危機

地域医療確保困難

医療費抑制政策

臨床研修制度

医師の逮捕

７：１看護体制

診療報酬改定

病院医療への主な影響因子

医師数の不足

診療報酬改定

国民への責任を
果たせるか

etc



医療現場が感じている矛盾

• 医療制度の理念と現実

医療提供体制・国民皆保険制度

• 診療報酬関連
少ない医師で働くと診療報酬が下がる

一物多価・出来高制の矛盾等

• 労基法・医療関連法
医師の当直と交代制勤務

当直業務に救急患者を診ることは想定していない（労基法）

• 医師の世界はプロフェッショナルか
現状プロの世界とはいえない。 プロ世界を目指すのか



現代の医療

• 医学の進歩と証拠に基づいた医療

• 診断法・治療法の多様化

• 侵襲的な医療から非侵襲的な医療へ

• 専門分化がより細分化

• 医療水準の標準化、グローバル化へ

• 医療連携とチーム医療

• 単に治す医療から、社会復帰への医療

• 医療安全の推進

• 国民・患者参加の医療

• より安全、確実な医療へと進歩しているが、

一方で、 医療に対する信頼はむしろ低くなっている



安心と希望の医療確保ビジョン
平成20年6月 厚生労働省

「安心と希望の医療確保」

のための3本柱

１ 医療従事者等の数と役割

２ 地域で支える医療の推進

３ 医療従事者と患者・家族の

協議の推進

１ 医療従事者等の数と役割

（１）医師数の増加

（２）医師の勤務環境の改善

（３）診療科のバランスの改善等

（４）職種間の協働・チーム医療の充実

２ 地域で支える医療の推進

（１）救急医療の改善策の推進

（２）「地域完結型医療」の推進

（３）在宅医療の推進

（４）地域医療の充実・沿革医療の推進

３ 医療従事者と患者・家族の協働の推進

（１）相互理解の必要性

（２）医療の公共性に関する認識

（３）患者や家族の医療に関する理解の支援



内閣府：安心社会実現会議報告（平成２１年６月）

安心と活力の日本へ
Ⅱ人生を通じた切れ目のない安心保障

４ 医療と健康の安心

医療費がＧＤＰ比で８．１％（２００５年、ＯＥＣＤ平均９％）

諸外国に比べ医療サービスを受けやすい環境。ところが、急性期病院を中
心に医師不足が深刻化し、地方では病院の経営破綻が拡がり、この安心が
急速に揺らいでいる。

救命救急センターにおける医師、看護師の配置などをできるだけ早急に進
めなければならない。併せて二次医療圏において、病院コンソーシアムを組
織しつつ医療機関の機能分担と集約をすすめ、地域の医療ニーズに応えて
いくべきである。二次医療圏において、とくに産科、小児救急に対応する救
急体制を確保する。レセプトのオンライン請求への切り替え、データに基づ
いた効率的医療の推進など相対的に遅れている医療ＩＴ化への対応を速や
かに進めなければならない。

また、国民の命と基本的人権（患者の自己決定権・最善の医療を受ける権
利）を実現するため２年を目途にそのことを明確に規定する基本法の制定
を推進しなければならない。



平成２１年度医政局予算（一部）

平成２０年度 平成２１年度 増加率

総額 １，９６７億７千万 ２，１３２億６千万 ８．４％増

医師確保 １６１億 ２７２億 ６９％増

救急医療 １００億 ２０５億 １０５％増



厚生労働省

救急医療対策関係予算（２１年度）

• 平成２０年度予算１００億円

⇒平成２１年度予算案２０５億円

（１） 救急医療を担う医師の支援 ２１億円

（２） 救急医療の充実 ５１億円

（３） 管制塔機能を担う救急医療機関に対する支援 ５４億

（４） ドクターヘリ導入促進事業の充実 ２１億

（５） 周産期医療の充実



経済危機克服のための有識者会合
社会保障部門 ３月２１日（土）

大久保満男 ８０２０社会の実現

唐澤祥人 医療従事者の勤務改善、雇用創出

京極高宣 社会保障の経済効果、ニューディール

児玉孝 かかりつけ薬局、セルフメディケーション

竹中ナミ 共生と共助の基本法、障害者問題

中田清 ２０万人待機者解消、施設整備、新規雇用

久常節子 看護師の労働、少子化対策

日野原重明 スキルミックス、メディカルスクール

堀田力 高齢者の投資優遇、福祉就労者無償教育

矢崎義雄 勤務医対策、病院改築、治験促進

山本修三 医療の質・安全、雇用、研究開発推進

湯浅誠 住宅確保、生活費確保、貧困対策

• 山本修三（日本病院会）

１ 医療の質・安全確保の視点から

１）病院施設の耐震化の推進

２）医療機器の更新、新規導入支援

３）病院におけるＩＴ化の推進

プラットフォームの標準化

２ 雇用の視点から

Doctor’s  Secretaryの導入・支援

３ 医学・医療に係わる研究・技術開
発等への緊急投資

オバマ政権に遅れをとらないように

すべて今回の対策に反映（Ａ）された



経済危機対策
（平成21年4月10日）

• 対策規模 57兆
（財政出動） 15兆

医療関連

地域医療再生のための交付金の創設 3，100億円

（１００億×１０カ所、２５億×８４カ所）

世界先端の研究開発・海外派遣支援 3，000億円

耐震整備、その他



医療費は
医療の進歩・経済成長・高齢化

によって増大する

２１

３３

５６～６２

８５～９２

１９９０ ２００５ ２０２０ ２０３５

医療費：兆円

医療費財源：予算の配分見直し

税金・保険料・個人負担
負担と給付の選択は政策、

国民の判断

たとえば消費税・たばこ税など

医療の進歩 ６～９兆 １５～２４兆

経済成長 ７～９兆 １５～17兆

高齢化 ７兆 １０兆

必要な医療費と財源

McKinsy&Company資料より一部改変



医療・介護提供体制および診療報酬体系の

あり方について（日本病院団体協議会）

１ 入院医療のあり方（機能分化）

高度機能病棟、急性期病棟、地域一般病棟、回復期リハ病棟、慢性期病棟

２ 精神科医療のあり方

３ 介護入所施設のあり方

４ 外来診療のあり方

外来診療料、急性期外来と慢性期外来、介護施設の医療

５ 入院基本料のあり方

入院基本料の考え方の整理

６ 医療専門職の職掌について

スキル・ミックス

７ リハビリテーションのあり方

８ ＤＰＣのあり方



衆院選マニフェスト案

• 自民党（案：検討中）

• 社会保障制度改革国民会議

（仮称）の創設

• 診療報酬はプラス改定を宣言
する方向

（メディファックス５６７８号より）

• 民主党（案：検討中）

• 不採算部門を担う病院の入院
部分を２割アップ

• （１点１０円→１２円）

• 病院の外来、開業医は１０円

• 患者負担は３割→２．５割

• 対象病院指定基準を具体化

• １点１１円を選択肢的に

（朝日新聞、７月７日版より）



政界混乱・ 経済不況の中で

医療の再生の道をどう開くのか

医療崩壊とは病院医療崩壊のこと

地域医療崩壊も病院医療崩壊から始まった

医療再生の重要なポイントは、

病院医療の再生⇒地域医療の再生

医療機関の機能集中・分化・連携



回復期病床

社会復帰

在宅医療

４疾病・５事業

高度・先進・専門医療

日常的な医療

回復期医療

テーマ： １ 地域医療ニーズの把握（地域医療計画⇒情報提供推進）

２ 機能分化と集中、連携

３ 患者中心の地域ネットワーク構築と自施設の役割

慢性医療病床

地域医療：医療機関の役割・機能・連携

急性期病床

入院機能

急性期病床 外
来
機
能

クリニック



これからの地域医療計画
（医療法３０条の４）

医療圏の設定

基準病床数の算定

地域医療支援病院の整備目標

４疾病及び５事業の目標・医療連携体制

医療連携における医療機能に関する情報提供の推進

居宅における医療の確保

医療安全の確保

医師等の医療従事者の確保

その他の医療を提供する体制の確保

３つの課題 1 量的管理から質の評価へ

2 住民・患者にわかりやすい医療計画へ

３ 数値目標を示して評価できる医療計画へ



医療情報の提供（都道府県）義務化

医療機関の医療機能に関する情報(病院）

１ 管理・運営・サービス・アメニティに関する事項

（１）基本情報 9項目

（２）病院へのアクセス 8項目

（３）院内サービス・アメニティ 9項目

（４）費用負担等 5項目

２ 提供サービスや医療連携体制に関する事項

（１）診療内容、提供保険・医療・介護サービス

13項目

３ 医療の実績、結果に関する事項

13項目

１ 医療機関名、解説者、所在地

診療科目、医療機関へのアクセ

ス、駐車場、ホームページ、 外

来受付時間、予約診療、面会時

間、医療相談、院内・院外処方、

外国語対応、選定医療・先進医

療、治験等

２ 学会専門医、医療設備、対応可

能な疾患・治療、短期滞在手術

、専門外来、人間ドック、セカンド

・オピニオン、地域連携等

３ 人員配置、看護配置、医療安全、

クリティカル・パス、診療情報管理

、情報開示、症例検討、平均在院

日数、患者満足度調査等



人口百万人当たりの施
設数

8.1日本

4.2米国

1.6イタリア

1.3フランス

0.4英国

1施設毎の症例数

107

381

235

492

775

人口百万人当たりの施
設数 1施設毎の症例数

* Percutaneous coronary intervention(経皮冠動脈インターベンション)は、心臓への供給血管である冠動脈の狭窄部を広げることで、血液量を
回復させるカテーテル治療法のこと

** Coronary artery bypass graft surgery (冠動脈バイパスグラフト術) は、冠動脈狭窄部の遠位側を大動脈とグラフト血管でつなぎ、狭窄部を迂
回させることで、血液量を回復させる外科的治療のこと

資料: Shihara et al、<Coronary revascularisation...>、Jpn Circ J 65 2001、1005-1010

PCI* CABG**

3.8日本

3.5米国

1.2フランス

0.6英国

37

343

467

688

McKinsey&Company資料より



社会的共通資本としての医療
宇沢弘文

• 社会的共通資本は、一つの国ないし特定の地域
が、豊かな生活を営み、優れた文化を展開し、
人間的に魅力ある社会を持続的、安定的に維持
することを可能にするような自然環境と社会装置
である。

• 社会的共通資本の管理、運営は決して市場的
基準、あるいは官僚的基準によって決められる
べきものではなく、それぞれの社会的共通資本
にかかわる職業的専門家によって、専門的知見
と職業的倫理観に基づいて管理、運営されなけ
ればならない。



臨床医師に求められるもの

• 生命倫理・職業的倫理

• 必要な知識の持続的な取得

• 必要な技術の取得と向上

• 医療の適切な伝承

• 臨床研究志向

• 社会性

医学教育→臨床研修→専門医制度

資格更新制度

医療の品質管理の基本は良い臨床医



医療は複雑系

• 医療再生にかかわる要素

医療費抑制政策

診療報酬制度

病院医師不足、偏在

臨床研修制度

医師の逮捕、業務上過失傷害

７対１ 看護師問題等

要素還元主義の限界

• 医療は複雑系

Butterfly effects
波及効果が予想できない

Order Parameter は？

○ 医療費の確保

○ 医療の品質管理

複雑系の特徴：開放系・非線形性・自己組織化

個々の要素を修正すると系全体に予想外の変化が生ずる

本質的な要素を押さえることで、系が自己成長をするような仕組み



病院医療再生への途

医療提供者のオーダーパラメーター

• 医療の品質管理の仕組み

良い医師の養成

（医学教育・臨床研修医制度・専門医制度の一貫性）

医師の適正配置・医療のプロとしての規範

・信頼ある医療を提供するために、 ACGME を作る （専門医制度認定管理機構）

・納得できる医療を提供するために、ＪＣＡＨＯ を作る （日本医療機能評価機構）

ＡＣＧＭＥ：The Accreditation  Council for Graduate  Medical  Education

ＪＣＡＨＯ:Joint commission  ｏｎ Ａｃｃｒｅｄｉｔａｔｉｏｎ ｏｆ Ｈｅａｌｔｈｃａｒｅ Ｏｒｇａｎｉｚａｔｉｏｎ



医療再生への個別基本的課題

• 医療費財源 ： 国民の負担と給付

• 医療統計の見直し ： 退院サマリーからの統計

• ＩＴ化の推進 ： プラットフォームの標準化

• 高齢者医療政策 ： 世界の高齢化への先導

• 規制強化と緩和の見直し ： 現場の機能重視

• 医療の品質管理 ： 良い臨床医を作ること

• 見える化 ： 情報提供・説明責任と国民の理解

• 医療の範囲 ： 職種間連携

（課題の課題：各論地獄、多様なstake holderの利害）

原則：総論賛成なら、各論地獄は無いはず



国民皆保険制度下における

病院医療の質と経営

日本病院会 会長 山本修三

１９６５年

２０５５年

２０３０年

２００８年

各年齢人口

７５歳

７５歳
７５歳

７５歳

■７４歳以下 ■７５歳以上

１９７０年 高齢化社会 （高齢化率７～１４％）

１９９４年 高齢社会 （同１４～２１％）

２００７年 超高齢社会 （同２１％以上）

世界に先駆けて、超高齢社会に入った日本が
世界にその範を示す超高齢社会を作ることが
できるのか








 １９６５年 

 ２０５５年 

 ２０３０年 

 ２００８年 

各年齢人口

 ７５歳 

７５歳

７５歳

７５歳

■７４歳以下　■７５歳以上



*













医療再生で、日本を元気にするための

医療政策３つの重要課題

１ 安定財源を確保し、急性期医療に集中投資する

２ 自立的な専門医制度を確立し、医療の質と安全性
を向上させる

３ 政策決定プロセスを透明化し、広く国民の声を反
映する仕組みを制度化する

（日本医療政策機構：医療政策国民フォーラム発信）



私たちの役割

• 医療関係者
プロフェッショナル・オートノミーの確立

アカウンタビリティと見える化

• 市民・患者
医療者との協力関係を作る

情報に積極的にアクセス

• ジャーナリスト
専門家と市民の橋渡し

注目される事件と構造的な問題を見極めた報道

• 政界・行政
負担と給付を明確にした医療費の確保

現場の活性化対策



信頼に支えられた医療の実現のために
日本学術会議要望より

健康な生活は、すべての人間に保障された権利である。

• 国民として考えること
医療の現状（医療は崩壊の危機に直面している、医療の提供には費用が
かかる）を認識すること、医療には避けがたいリスクがあり、完全なものでは
ないこと、医療は無制限に利用できるサービスではないこと、患者側にも一
定の責任があることを理解すること

• 政府・行政として考えること
医療危機の現場は病院であること、医療費抑制政策を根本的に転換する
こと、地域の実情を踏まえた政策への変更

• 医療者として考えること
医療の質とその透明性の保証を医師自らが行うこと、専門医の育成、生涯
教育など厳密に管理する組織を作ること、必要な専門医の地域適正配置と
地域別専門医育成プログラムの仕組みをつくること



医療セクター評議会

新たな医療提供への途

１ 医療基本法の制定

２ 地域中心の医療

３ 財政問題

４ 情報の透明化（見える化）と情報の共有

５ 専門性の確保

６ 医療のパートナーシップ



医療界の責務は

見える化とアカウンタビリティ

• 基本：医療は社会的共通資本

皆で助け合うもの

医療は複雑系

形・要素にとらわれすぎない

• 要は、患者が困らないように

現場が自ら責任を果たせる仕組み



医療界のパラダイム・シフト：依存型から自律型へ

日本医師会

病院団体日本医学会

医学部・医科大学

患者

地域

職能集団

学術集団 企業集団

医育機関

医療は複雑系

医療は社会的共通資本

プロの世界
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